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素材産業の重要性 - 我が国産業競争力の源泉
②高い国際競争力

日本の素材産業は高い技術力を有し、マーケットでも高
シェアを占める製品が多い。また、生産プロセスにおいてもエ
ネルギー効率は世界最高水準である。

③川下産業・国民全般への質の高い素材供給

我が国の強い素材産業は、川下製造業からの高い品
質・価格要求に対応し、他産業の競争力の基盤。

①日本経済・地域経済の基幹産業

素材産業は製造業GDPの２割、鉄鋼22万人、化学94
万人の雇用を支える我が国の基幹産業。工場が立地す
る地域経済の牽引役としても重要な役割を果たす。

④サプライチェーンにおける他産業との共生

マテリアルバランスや、エネルギーバランスの連関、原材料調
達をはじめ、他産業とも素材産業は強い相互依存、共生の
関係にある。

＜化学産業の「連産品」によるサプライチェーンへの素材供給＞

＜製造品出荷額の割合＞

＜出典＞経済産業省工業統計表（2019）
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1

フォトレジスト
日系世界シェア70％

電磁鋼板

＜出典＞内閣府「国民経済計算（経済活動別国内総生産）」

＜鉄鋼生産のエネルギー効率＞

（出典）公益財団法人地球環境産業技術研究機構
『2015年時点のエネルギー原単位の推計』
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直面する課題① グローバル競争激化とリスクの増大
⚫ 価格競争が中心となる基礎・汎用品の供給能力が中国を中心に拡張されると同時に、
高付加価値品である高級鋼や機能性化学品へのキャッチアップの動きもある中、グロー
バルな競争構造は近年一層厳しさを増しており、事業領域の再編が求められている。

＜粗鋼生産量の推移＞

世界
計8.5億トン

（百万トン）

<出典>世界鉄鋼協会

＜日系企業のポジション（機能性化学品：高シェア）＞

＜昨今の原材料供給不安定の例＞

➢ 米国の大寒波
2021年2月に米国テキサス州において大寒

波が発生し、石油・石化プラントが凍結、操
業が停止。

➢ 中国の電力不足問題
2021年9月に環境規制強化のため石炭火

力電力供給が制限され、中国各地で操業
する日系企業にも影響が出た。

➢ ロシアによるウクライナ侵攻
2022年2月のロシアによるウクライナ侵攻によ

り、ロシア又はウクライナとの交易制限リスク
に備え、安定供給確保ための対策を早急に
講じる必要が生じている。

<出典>新エネルギー・産業技術総合開発機構「2020年度日系企業のITサービス,ソフトウェア及びモノの国際競争ポジ
ションに関する情報収集」調査結果を基に経済産業省作成 ※バブルの大きさは日系企業の売上高の大きさ
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直面する課題② 内需の減少、グローバル需要の拡大

⚫ 我が国素材産業において、人口減少に伴う建設需要の低下や、自動車産業の海外進
出を背景に、内需が占める割合は緩やかに減少してきた。

⚫ 今後も人口減少や需要家の海外進出によって、さらに内需の減少は進んでいく見通し
他方、グローバル需要は今後途上国を中心に、さらに拡大していく見込み。国内外の
生産体制を再構築することが求められている。

（出典）日本鉄鋼連盟 粗鋼需給

＜国内エチレン生産能力の推移＞
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＜鉄鋼見掛け消費量※の推移＞

自動車メーカーの海外生産比率

17.1％ 29.5％ 42.5％ 41.1％

輸出
鉄鋼見掛け
消費量

＜地域別の粗鋼需要の見通し＞
※粗鋼生産量＋輸入量ー輸出

見掛け消費量
割合

(出典)2021 GFSEC Ministerial Report

（その他）

✓ エチレンの世界需要は2030年
に2億2千万t（2017年比約
47％増）が見込まれており、
世界市場は拡大する見通し。



47.6

99.3

16.5

36.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

109.4

480.0

4

直面する課題③ エネルギー・原材料の高騰

⚫ 電力コストをはじめとするエネルギー価格の高騰による国内事業環境の競争力の悪化
が進むとともに、近年発生した新型コロナウイルス感染症に伴う操業停止、中国の電力
不足問題、さらには足下のロシア・ウクライナ情勢等に伴い、原材料の調達や操業の混
乱が頻繁に生じる等サプライチェーンの安定供給能力の強化が求められている。

＜原油・LNG・石炭価格の推移＞ ＜各国の産業用電力価格(エネルギー当たり)＞
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※エネルギー多消費産業にはFITや税の減免措置あり。

※

※2019年



直面する課題④ 2050年カーボンニュートラルに向けた生産プロセス転換

⚫ 産業部門の排出のうち、鉄鋼と化学などの素材産業で約8割のCO2を排出している。素
材産業は、現在の技術では、製造工程で必ずCO2排出を伴う。

⚫ グリーンイノベーション基金で脱炭素・炭素循環に向けた革新的な技術開発を支援中。
カーボンニュートラルの実現に向けて研究開発・設備投資等には大規模な投資が必要とな
り、加えて操業コスト等も発生。積極的な投資と確実な回収の確保が重要な課題である。
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鉄鋼

1.3億t (48%)化学

0.6億t (20%)
窯業等

0.2億t (9%)

紙パルプ

0.2億t (6%)

機械

0.1億t (4%)

その他

0.4億t (14%)

＜我が国の産業部門のCO2排出状況＞

総排出量
2.8億t

（2019年）

※上記のほか、セメント製造等から非エネルギー起源CO2排出

（出典）国立研究開発法人国立環境研究所「日本の温室効果ガス排出量データ」
（2019年度確報値）

＜脱炭素・炭素循環化によって生じる2050年までの追加コストのイメージ＞

鉄 鋼 業 ： 10兆円規模
化学産業： 7.4兆円規模
ｾﾒﾝﾄ産業： 4.2兆円規模
製紙産業： 2.4兆円規模

※廃棄費用を含まない。省エネ投資の一部を含む



＜MI(ﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ･ｲﾝﾌｫﾏﾃｨｸｽ)による新材料開発と社会実装の加速＞
（研究開発スピードの大幅UP）
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直面する課題⑤ デジタル化と人材確保

⚫ 生産現場の効率化に加え、ビジネスイノベーションに向けたデジタル技術の活用のため、
デジタル人材を確保することが必要。

⚫ 素材産業においては、新しい価値を創造する研究開発人材や世界トップレベルの生産
技術を実現するノウハウを有する現場人材を将来も確保し続ける必要がある。
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34歳以下の就業者数（製造業）
34歳以下の割合（製造業）

備考：2011年は、東日本大震災の影響により、全国集計結果が存在しない。分類不能の産業は非製造業に含む。
資料：総務省「労働力調査」（2022年3月）
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備考：2011年は、東日本大震災の影響により、全国集計結果が存在しない。分類不能の産業は非製造業に含む。
資料：総務省「労働力調査」（2022年3月）

<若年就業者（34歳以下）の推移 (製造業)>

<高齢就業者（65歳以上）の推移 (製造業) )>

学習 予測

AI
最適な「材料組成」や
「反応条件」を発見

➡「新素材の発見」

反応物の分子構造の
豊富な数値データ

触媒反応実験
実化学反応における触媒反応率データ

計算シミュレーション
触媒の分子構造を反映する数値データ

①ハイスループット自動実験

－反応をつかさどる触媒の性能が鍵。従来収率30-40%程度が限界。

試作したタイヤ
（横浜ゴム）

実例）バイオマスからタイヤを作る「スーパー触媒の開発」

②データ駆動型の学習（MI）

MI活用

➡ MIで世界最高収率(60~70％)で、原油由来のタイ
ヤと同等の性能を実現する触媒を開発
➡ MIにより実験ループを大幅短縮（20分の１に）！



両面作戦のアプローチ

安定供給の確保

直面する課題

生産体制の変革

①内外最適立地の徹底追及
－経済性を無視した国内生産への固執は競争力喪失に繋がる恐れ
－国内生産は内需に応じて規模を適正化しつつ維持
－拡大する外需の取り込みを現地生産を含め積極的に追求
－CN対応型生産設備の立地は水素やゼロエミ電源等の条件次第

2050年CN資源・ｴﾈﾙｷﾞｰの高騰内需の減少と外需の拡大
グローバル競争激化
とリスクの高まり

DXと人材

新・素材産業への変革の方向性

②高付加価値品シフト
－生産体制変革に向けた潤沢な投資原資の確保が必要
－そのためにも収益性の高い高付加価値品へシフト

③事業の新陳代謝サイクル
－イノベーションによる「先端分野」の創出と市場化促進
－市場拡大・高シェアの「成長分野」は国内生産で収益拡大と技術保護
－「成熟・競争分野」でも戦略的に分野を特定し収益確保
－市場縮小又は競争劣後の「自然衰退分野」は大胆な撤退戦略も

④マザー機能の国内保持
－設備や知財に化体されないノウハウこそ素材産業の強みの源
－ノウハウが恐縮されたマザー工場機能を国内に維持
－他方、外需獲得に向け、技術流出防止を図りつつ、現地資本と協
同した現地生産も含めた積極展開を推進

ロシア・ウクライナ情勢も含め安定供給のリスクの高まりや、経済安全保障の意識の高まりを受けて、
国民生活や経済社会に不可欠な素材について、安定供給を確実にする取組を推進

① 現在の市場で着実に収益を確保し、
将来投資に向けた原資を確保

② 新技術による脱炭素化・炭素循環に
向けた投資実行し、将来市場を獲得
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事業サイクルと新陳代謝

⚫ 事業の高付加価値化を推進するためには、衰退分野から先端分野、成長拡大分野への
経営リソースを積極的に転換する事業の新陳代謝の推進が重要。

⚫ また、経済安全保障の観点から国内生産を維持すべきものへの対処も重要。

先端分野

・技術による参入障壁が高いが、市場は未成熟
・将来のコア分野のタネ
⇒イノベーションによる先端分野の創出と市場化促進

【例】
「グリーンマテリアル」
（鉄鋼）水素還元製鉄
（化学）人工光合成

技術優位性 有

成長拡大分野

・市場は拡大局面、積極投資で高シェア・コア分野に
・技術保護のため国内生産追求、事業環境整備

（鉄鋼） 高効率モータ用電磁鋼板・ハイテン
（化学） 高シェア機能性化学品
（非鉄） 半導体向けスパッタリングターゲット

成熟・競争分野

・競争が激しい成熟市場
・事業領域によっては一定のシェアを確保
⇒成熟・競争分野でも収益確保可能な分野に特化し戦
略的事業経営

⇒高度なオペレーションノウハウのサービス事業への展開を
国内外で追求
⇒温暖化対策の促進は重要課題

自然衰退分野

・市場自体が縮小、又は競争に劣後し、シェアを喪失
⇒大胆な撤退戦略により事業の新陳代謝を推進

【例】
外需向け汎用品など不採算分野からは撤退

収益性
無

技術優位性 無

収益性
有

収益性
無

成長拡大分野

・市場は拡大局面、高シェア・コア分野に
・競合相手は未成熟、技術優位性確保
⇒市場拡大・高シェアの成長分野は国内生産で収益
拡大と技術保護

⇒温暖化対策の促進は重要課題
【例】
（鉄鋼） 高効率モータ用電磁鋼板・ハイテン
（化学） 高シェア機能性化学品
（非鉄） 半導体向けスパッタリングターゲット 収益性

有
収益性
無
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9

政策の方向性

2.グリーンマテリアル産業への転換 3.サプライチェーンにおける業界間連携

(1) 新素材・新需要の創出
・ユーザー一体型、分野横断型のR/D支援
（例：CO2からプラスチック製造等）

・開発コストのシェアリング
・政府調達を通じた新技術の市場化支援

(2) 事業革新に向けた企業間連携の促進
・内外の生産体制最適化の促進
ー原燃料調達、設備廃棄の共同実施支援
ーCNに対応した競争政策のあり方

・CNコンビナートへの転換
ーCNｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ官民協議会

(3) サービス事業領域の拡張
・高度技術を活用したサービス事業展開
（例：省エネ・脱炭素操業ノウハウの国際展開）

(4) 人材（現場・研究）の育成と活用
・キャリア教育や産学連携の研究プロジェクト推進
・技能人材の流出防止

(1) 革新的な脱炭素・炭素循環技術の開発
・社会実装までの切れ目ない支援強化
・国際標準化等のルール形成推進
（例：経営戦略への位置づけ、CO2計測手法）

(2) 設備投資の促進
・既存投資の高度化支援（例：燃料転換等）、
トランジション・ファイナンスの更なる促進

・ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ革新技術の実装支援
（例：大規模かつ長期的な設備投資支援）

(3) オペレーションコストへの対応
・産業用電気料金の抑制
・ｾﾞﾛｴﾐ電源・水素・ｱﾝﾓﾆｱの安価で安定した供給
・CCUSの実現に向けた官民の取組

(4) ｸﾞﾘｰﾝﾏﾃﾘｱﾙ市場創出と脱炭素投資回収
・環境価値の評価
・クレジットを活用した排出量のオフセット
・脱炭素・炭素循環投資の回収と需要家の理解促
進・対応

(1) 安定供給体制の強化
・権益確保、代替技術開発、備蓄、リサイクル
・不可欠物資の国内生産確保に向けた連携
・共同調達・適正転嫁など調達網一体での
競争力確保

(2) サーキュラーエコノミーへの転換
・原料調達からリサイクルまでの資源循環型プロ
セスの早期具体化（技術開発・制度構築）

・リサイクル産業のあり方（鉄鋼・化学）
（例：鉄スクラップの国内有効活用）

・研究開発の推進（例：不純物除去、圧延、
ケミカルリサイクル、CO2でプラスチック製造）

(3)業界・企業の枠を超えたDX
・業界を超えたデータ共有基盤整備を通じた付加価
値向上
（例：ユーザーと一体型のマテリアルズ・インフォマティクス）

1.ビジネスイノベーションの促進


